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Ⅰ．平成２４年度を迎えるにあたり 

玉川学園 理事長・学長・学園長 小原芳明 

 

教育機関の責務を考えていく際、基本となる理論の１つに対応（Correspondence）

理論があります。これは社会での活動と教育活動とが対応符号しているという理論で

す。この考えに従うと、教育機関は社会の変化に追随することになります。すなわち

社会の前進（発展、変化）と同じ方向で教育活動も変化していくことです。したがっ

て社会の動向を見越して教育機関は前に進まなければなりません。そして社会の要請

に応える教育を行っていくことが教育機関の使命といえます。 

これからの社会で求められるのがグローバル人的資源（Global Human Capital）で

す。それを形成するのがＩＤＥＡＬＳです。Ideal は理想、模範となる手本を意味し

ます。これが複数形になると「人生の究極的な目標」となります。 

ＩＤＥＡＬＳの「Ｉ」は International perspective で、物事を世界観でもって展

望できる資質です。今、多くの分野で急速にグローバル化が進んでいますから、積極

的に広く世界に知識を求め地球規模で世界を展望する力を養っていくことが大切です。

これからは世界の各地で産まれている知識が対象となります。また、その応用も世界

的な視野で行っていくのがグローバル化です。そのための International perspective

です。次の「Ｄ」は Democracy ですが、民主主義思考や言動は広く世界に普及してい

ますから、グローバル経済や政治で欠かすことのできない哲学です。 

「Ｅ」は Environment です。人類は自然からの資源を活用して文化文明を築き上げ

てきました。しかし、人類は自然の一部でもあるのですから、己の欲望を満たす目的

だけに天然資源を搾取することは、言い換えれば我々の生活環境の破壊にも繋がるこ

とです。グローバル経済でこそ地球的見地から人類の欲望と環境保護とのバランスを

意識しなければならないのです。これが持続的経済発展です。４番目の「Ａ」は

Adventure です。これは失敗を恐れない開拓者精神を意味しています。現状維持は変

化している相手との比較からすると、退化でもあるといえます。 

この失敗を恐れないで果敢に社会を引っ張っていく気概に通じるのが５番目の「Ｌ」

の Leadership です。前進していくのに「寄らば大樹の陰」とばかりに他人に依存する

のではなく、必要な手立てを先頭に立って行う気概がリーダーシップで、現在のよう

に成長が停滞している時代に求められる資質です。６つ目の「Ｓ」は Service です。

公のために貢献できる気持ち、心構えを意味します。 

今の日本人に必要な資質が、このＩＤＥＡＬＳです。そうした資質を付加する活動

が大学を含む学校教育に求められているのです。 
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この先どのように社会が変化しようと、社会が必要とする人材を育成する重要性に

変わりはありません。人材育成は時間を要しますから、なおさら我々は 10 年先の世界

を見据えて教育を行わなければなりません。教育の目的は、社会の維持、発展に貢献

できる人材を養成することです。子供たちは社会から便益を受ける立場ですが、やが

ては社会（国民）の発展につながる何かを提供する立場へと変わっていくのです。 

どの時代にあっても教育の基本は「徳育、智育、体育」です。そして学問の基本に

あるのは「温故知新」です。そこから過去から未来に繋がっていく力が生まれるので

す。本学では「全人教育」を教育理念に据え、真（学問）・善（道徳）・美（芸術）・聖

（宗教）・健（身体）・富（生活）の６つの価値を備えた上で社会貢献できる知識、技

能、発想、行動力を向上させる教育・研究を積極的に展開しています。 

具体的に平成 24 年に行う取組をいくつか紹介します。 

前年度に引き続き「Tamagawa Vision 2020」の推進を図ります。この Vision では、

社会の変化に対応するために私たちが 10 年後（2020 年）までに達成させたい事柄、

到達したいレベル（目標値）を掲げています。教育・研究の質保証を目指した今回の

Vision の特徴は、終点を明示するとともに、初めに目標値を具体化し戦略的（未来か

ら今日まで逆算的）に行動計画（Strategic Planning）を立てていることです。 

平成 26 年に本学園は創立 85 周年を迎えますが、周年事業の一つとしてロボカップ・

ジャパンオープンを前年の平成 25 年に本学で開催することとなりました。平成 24 年

はその準備を行います。このロボカップ・ジャパンオープンは、ロボット工学と人工

知能とを融合させ自立移動ロボットを開発させるための競技会です。ロボットは日本

が世界に誇れる分野です。ロボカップ・ジャパンオープンを本学で開催することで、

ロボット工学での玉川ブランド確立へと繋げていきたいと考えています。 

また、日本では観光に関する学部を設置している大学は少なく、これから発展が期

待できる分野の一つであることから、平成25年4月に観光学部を開設する計画を立て、

平成 24 年に文部科学省への手続きと開設に向けた準備を行います。 

教育と同様に研究においても、日本の先端をいく脳科学研究、玉川大学が開発した

「ダイレクト冷却式ハイパワーＬＥＤ」による消費者ニーズに対応した野菜生産と擬

似無重力植物栽培システムの導入による宇宙空間での植物栽培の研究、クラウドコン

ピューティングにおける安全性保証技術の確立を目指した Y-00 光通信量子暗号の研

究を継続的に推進していきます。 

本学は開拓者精神をもって真の学校教育を考え、教育・研究を行ってきました。こ

の伝統を礎として、真・善・美・聖・健・富の６つの価値を実現する教育を推進して

いきます。 
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Ⅱ．事業概要 

 

１．教育・研究活動における事業 

(1) 大学 

① 教育研究組織の改革 

 a. 平成 25 年 4 月より、経営学部観光経営学科を観光学部観光学科に改組す

るために委員会および作業部会を組織し、文部科学省への設置届出書類作

成に向けた準備を行いました。 

② 教育改革の推進と教育活動の充実 

  a. 前年度の自己点検・評価活動の結果及び改善計画をまとめた「2010 自己

点検・評価報告書」をもとに、玉川大学として大学基準協会の認証評価（2

回目）を受審し、適合認定の評価を受けました。 

b．「学士課程教育の構築に向けて」「中長期的な大学教育の在り方について」

といった中教審の答申や報告をもとに、各学部と学士課程教育センター、

教学部が中心となり、大学教育の質保証の仕組みや教育機能の強化等に関

して調査、研究および検討を行いました。 

c．平成 32 年度（2020 年度）までの中長期計画を策定するにあたり、上記調

査、研究を踏まえ、「Tamagawa Vision 2020」として以下の通り項目を設

定し、達成目標を定め、その上で平成 23 年度のアクションプランを実施

しました。 

  【Tamagawa Vision 2020】 

   ＜大学教育の質保証＞ 

      イ．教育活動における数値目標・指標の設定と国際的評価への対

応／ロ．教授主義から修得主義への転換／ハ．国際教育・交流の

充実と英語力の強化／二．客観的根拠に基づく実践・体験型教育

の推進／ホ．教職課程における教員養成の充実／へ．教員の教育

力の向上／ト．学生の活性化に繋がる支援の充実と学習支援の強

化／チ．就職力向上のための支援の充実／リ．高大連携およびＫ

－16 としての連携強化／ヌ．社会貢献活動の推進と卒業生との連

携強化／ル．学士課程の検証と更なる体制強化 

   ＜大学院教育の質保証＞ 

      イ．大学院教育の実質化／ロ．国際交流の活発化／ハ．教員の教

育・研究指導力の向上／二．学士課程およびＫ－12 との連携強化 

／ホ．社会貢献活動の推進 

       ＜学術研究の質保証＞ 

         イ．研究の活性化の促進／ロ．先端領域研究の推進と牽引 

    d. 学士課程教育のさらなる充実を図るために、全学共通のコアカリキュラム

を見直し、平成 24 年度よりユニバーシティ・スタンダード科目を開設す

るための準備を行いました。同時に、英語運用能力の向上を図るためのＥ

ＦＬ（English as a Functional Language）プログラムの導入を検討しま

した。 
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e. 高大接続、初年次教育、二年次教育、キャリア教育といった移行教育の強

化、教育開発・評価（ＦＤ）の推進などに取り組みました。 

    f. 大学院においては、コースワークのさらなる充実を図るとともに、学士課

程・修士課程 5 年プログラムの導入に向けた検討を行いました。 

    g. 教育学研究科においては、平成 24 年度より従来の「幼児教育研究」「初等

教育研究」に加え、本学新採用職員を対象とした「学校運営研究」コース

を開設するための準備を行いました。 

h. 学生の自主活動の活性化を図るため、学生コミュニティ「ＳＵＰＬＩ（サ

プリ）」を創設し、ボランティア、農業体験、食育セミナーなど 8 つの企

画を実施し、延べ 1,369 人の学生が参加しました。 

   ③ 研究活動の推進 

    a．平成 22 年に Future Sci Tech Lab に設置された植物工場研究施設では、

自動化による採算ベースの植物工場システムの開発を本格的に進め、平成

24 年 1 月には西松建設と事業提携し共同開発を開始しました。本学は主

に独自のＬＥＤ技術を基盤に植物栽培技術を提供し、西松建設は本学の基

盤技術を利用してＬＥＤ植物工場の事業化の検討を進めています。 

b. 量子情報科学研究所では、本学で発明された強度変調方式の光通信量子暗

号 Y-00 のシステム化や実用化に向けた研究・開発を行っています。 

        c．平成 20 年度に採択された、文部科学省によるグローバルＣＯＥプログラ

ム教育研究拠点形成事業「社会に生きる心の創成」において、その連携拠

点であるカリフォルニア工科大学との教育研究協定に基づき、研究発表・

研究交流や短期研修、レクチャーコースの開催などを実施しました。 

    d．文部科学省の私立大学戦略的研究基盤形成支援事業において採択された、

本学の「記憶・学習の可塑的発達機構に関する総合的解析」プログラムに

ついては、3 カ年目の研究基盤形成を計画通り行いました。 

④ 教員養成の充実 

a．教員養成の質的向上および教員採用試験合格率向上に向けて、教職センタ

ーを中心に調査・研究を行いました。また、教員免許取得希望者の入学時

からの学習内容や理解度を把握するために開発した「履修カルテ」の活用

を推進しました。 

b. 小学校の新学習指導要領に準拠した検定済教科書（全教科／主要 3 社出

版）や教員用指導書を整備した「教職課程学習支援室」を設置し、学習環

境及び指導体制のさらなる充実を図りました。 

⑤ 就職支援 

a．就職率および有力企業就職率を向上させるため、学部・学科と連携を取り

１，２年次からの就職観、職業観の醸成を図るとともに、就職実績の質量

両面からの数値目標（内定率および就職率）を設定し、検証しました。 

b．平成 21 年度文部科学省「大学教育・学生支援推進事業（テーマ B）」の学

生支援推進プログラムに採択された「集合・個別支援の組み合わせによる

自己効力感向上プログラム」を推進し、変化の多い社会生活に対応できる

人間力やコミュニケーション力の向上を図りました。 
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(2) Ｋ－12 

① 学校評価に基づく中期的学校改善計画の策定 

a．9,000 校以上の学校が認定を受けている NCA CASI（北中部学校認証評価委

員会／アメリカ合衆国）の基準を視野に入れながら学校評価を行い、策定

した課題に関して改善に努めました。その結果については、学校関係者評

価の内容を含め、学校評価報告書としてまとめました。 

b．平成 32 年度（2020 年度）までの計画として、学校評価の結果を踏まえ、

「Tamagawa Vision 2020」として以下の通り項目を設定し、達成目標を定

め、その上で平成 23 年度のアクションプランを実施しました。 

   【Tamagawa Vision 2020／K-12 教育の質保証】 

     イ．子どもの学習力の向上   ロ．子どもの生活力の向上 

     ハ．教職員の資質・能力の向上 

     二．One Campus ゆえに可能な K-16 教育連携 

     ホ．特色ある玉川教育の実践 

② 子どもの学習力・生活力の向上 

a．保護者・教員を対象とした満足度調査や学校評価、NCA CASI による第三

者評価などを踏まえ、本学の強みを教職員で共通に理解するとともに、重

点プランを設定して教育活動を展開しました。 

b．児童・生徒の学力を客観的に把握するとともに、その向上策を策定するた

めの基礎資料として、4 年生（小学 4 年生）～12 年生（高校 3 年生）を対

象にベネッセが行う学力調査を継続的に実施しました。 

c．文部科学省ＳＳＨ（スーパーサイエンスハイスクール）の指定を受けて 4

年目となり、研究内容の総合的なまとめを行うとともに、次期申請の準備

に着手しました。探求的学習をより一層定着させ、ＩＢクラス（国際学級）

との協働授業を推進しました。 

d．国際バカロレア資格を取得するためのＩＢディプロマ・コースの開設によ

り、ＩＢ－ＭＹＰ、ＩＢ－ＤＰの両コースが整備され、６カ年の国際標準

教育プログラムの実施体制がここに完成しました。また、文部科学省より

教育課程特例校の指定を受け、本学園の特色であるＩＢ教育の推進を図り

ました。 

e. 幼稚部では、１学年を複数教員で担当するティームティーチングを導入し、

保育活動や行事運営の効率化を図りました。 

f．1～4 年生では、授業においてＩＣＴを効果的に活用し、学力の一層の定

着を目指しました。家庭学習について、内容と量を学年ごとに設定し、学

年間の系統性も考慮しながら充実を図りました。 

 g. 5～8 年（小学 5 年生～中学 2 年生）では、ＩＢ以外のクラスにもＩＢ－

ＭＹＰの評価方法を取り入れ、各教科でルーブリックを作成するなど明確

な到達目標を設定し、児童・生徒に対する指導を行いました。また、学力

向上の基本的施策として家庭学習における課題や学習時間の明示、言語活

用能力向上のためのコミュニケーション力、表現力の習得を重点施策とし

て取り組みました。 
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 h. 9～12 年（中学 3 年生～高校 3 年生）においては、コース複線化の中で、

第 1時間目～第 6時間目の通常授業時間外の第 0時間目や第 7時限目など

を利用して、大学の研究に触れる特別講義、通常授業をより深める発展学

習としての特別講座、理解が不十分な生徒に対する個別の特別指導や補習、

フォーローアップ講座等を設け、学習指導体制の充実を図りました。また、

「プロアクティブ・ラーニングコース」では、スーパーサイエンスハイス

クール校としての活動を生かした医学・理学・農学・工学等理系進学希望

者の支援を行いました。 

③ 教職員の資質・能力の向上 

a. 教師の教育力向上を図るため、初任者研修、管理職研修、異種免許取得研

修、教職大学院派遣研修、言語技術研修、海外先進校視察研修など各種研

修を実施しました。 

b. 教員研修については体系的に効率よく実施できるよう整備しました。 

④ One Campus ゆえに可能なＫ－16 教育連携 

 a. 2 年生では、玉川大学農学部と稲の学習について連携プログラムを構築し、

代掻きから稲刈り、脱穀までの活動を農場にて実体験しました。 

 b. 平成 21 年度より導入した「高大連携科目等履修生制度」（12 年生後期に

玉川大学の授業を受講させる制度）のさらなる充実、発展を図りました。 

 c. 教育活動や行事、課外活動において、幼稚部、1～12 年生（小学 1 年生～

高校 3 年生）、大学のそれぞれの連携を積極的に図りました。 

⑤ 特色ある玉川教育の実践と学習支援の充実 

 a. ＩＣＴを活用して効果的に学習指導を行うために、9 月に低学年校舎の学

級教室のすべてと教科教室の一部に電子黒板を導入しました。教員間で使

用に関するワークショップを開催し、各授業において通常の黒板や実物投

影機と併用しながら電子黒板を効果的に活用しています。1 月には全国に

向けてＩＣＴを活用した授業の公開を実施し、学校関係者、ＩＣＴ関連企

業、教科書関係の出版社、マスコミなど 200 人を超える参観者を集めまし

た。 

 b. 学園マルチメディアリソースセンターでは、図書館機能をも備えた情報学

習施設として、必要となる資料・教材の充実を図るとともに、授業での利

用を推進しました。 

 c. 国際交流については、東日本大震災の影響を受け、9 月まで海外からの生

徒の受入れを中止しました。海外への生徒の送り出しについては従来通り

行い、386 人の生徒がこの国際交流プログラムを利用しました。 

d. 世界規模の私立学校連盟「ラウンドスクエア」の国際会議は、本年度はイ

ギリスで開催され、10～12 年生 5 人が参加し、世界各国の 416 人の参加

者とともに、ディスカッションや研究発表を行いました。  

e. CHaT Net を利用した学習環境の整備やスターレックドームの多目的な活

用の推進を行い、児童・生徒への学習支援の充実を図りました。 

f. 各種検定試験等の学習支援の機能を学園マルチメディアリソースセンタ

ーに集約・統合し、さらなる支援向上に努めました。 
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２．東日本大震災への本学の対応 

(1) 被災された学生への経済支援 

   ① 学費減免と緊急奨学金による経済支援 

     大学生 70 人 

※岩手・宮城・福島３県に実家のある学生は 249 人。そのうち、今回の震災

で被害を受けた学生が 101 人。その中には、屋外の塀が壊れたなどの軽度

な被害の学生も多く含まれており、最終的に経済支援を申し込んできた学

生が 70 人。 

     学費減免  年間授業料の半額を免除  総額 36,026,000 円 

     緊急奨学金 １人あたり 30 万円を支給  総額 21,000,000 円 

  ② 学費減免と緊急奨学金支給者数一覧               （人） 

学部 学科 
学年 学科 

合計 
学部 
合計 １年生 ２年生 ３年生 ４年生 

文 
人間  １   １ 

１０ 
比較文化 ２ １ ５ １ ９ 

農 

生物資源 １ １ １  ３ 

１１ 生物環境ｼｽﾃﾑ １ １ ２  ４ 

生命化 １ ３   ４ 

工 

機械情報ｼｽﾃﾑ １   １ ２ 

８ ｿﾌﾄｳｪｱｻｲｴﾝｽ １ １   ２ 

ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｻｲｴﾝｽ １ １ ２  ４ 

経営 
国際経営 ２ １ ３  ６ 

９ 
観光経営 １ ２   ３ 

教育 
教育 ２ ４ ５ ６ １７ 

１８ 
乳幼児発達 １    １ 

芸術 

ﾊﾟﾌｫｰﾐﾝｸﾞ･ｱｰﾂ  ２ ２ ３ ７ 

９ ﾒﾃﾞｨｱ･ｱｰﾂ   ２  ２ 

ﾋﾞｼﾞｭｱﾙ･ｱｰﾂ     ０ 

ﾘﾍﾞﾗﾙ 
ｱｰﾂ 

ﾘﾍﾞﾗﾙｱｰﾂ ２ ２ １  ５ ５ 

学年別合計 １６ ２０ ２３ １１ ７０ 

 

(2) 復興支援義援金の寄贈（本学学生・生徒・児童・教職員・父母・卒業生） 

寄贈日 総額 寄贈方法 

平成23年4月27日 500,000円 
東京私立中等高等学校協会を通し
て被災地へ 

平成23年4月27日 100,000円 
日本私立小学校連合会を通して被
災地へ 

平成23年5月31日 7,620,979円 日本赤十字社を通して被災地へ 

平成23年12月22日 450,226円 日本赤十字社を通して被災地へ 

平成24年1月30日 2,034,882円 
岩手県、宮城県、福島県の同窓会支
部長を通して各県の窓口へ 

合 計 10,706,087円 
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(3) 被災地への支援物資の提供 

支援日 県名 学校名 支援物資 

5月10日 宮城県 
宮城県立 

石巻工業高校 

出版部刊行図書31冊、書棚大小合わ

せて5本 

6月25日 福島県 

学校法人今泉

学園今泉女子

専門学校 

折りたたみ机、教卓など全9品目全73

点 

6月29日 宮城県 
宮城県立 

水産高校 

ミーティングテーブル、引き違い書

庫など全12品目全50点 

7月 7日 宮城県 

利府町立 

しらかし台 

小学校 

出版部刊行図書、掲示板など全6品目

全55点、文具（ｼｬｰﾌﾟﾍﾟﾝｼﾙ、ｸﾘｱﾌｧｲﾙ、

定規：各180個） 

9月26日 宮城県 
東松島市立 

浜市小学校 

出版部刊行図書20冊 

12月13日 宮城県 
学校法人 

あしのめ学園 

ＯＡテーブル、折りたたみイスなど

全10品目全230点 

※上記の支援物資を提供する際には、毎回、学生や生徒、児童、教職員の

メッセージを記載した色紙も渡しています。 

 

(4) 宮城県石巻地区の小・中学生の短期留学 

  ① 本学の受入れ体制 

平成 23 年 6 月～9 月末までの間、宮城県石巻地区の小・中学生を受け入れ

ました。小・中学生 10 人は玉川大学教育学部の教員宅でホームステイをしな

がら、玉川学園に通いました。 

 ② 本学園で短期留学を受け入れた学校及びその人数 

女川町立女川第一小学校 3 人 

東松島市立浜市小学校 2 人 

東松島市立矢本東小学校 1 人 

東松島市立赤井南小学校 1 人 

石巻市立蛇田小学校 1 人 

石巻市立牡鹿中学校 1 人 

女川町立女川第一中学校 1 人 

 

(5) 授業の対応 

政府による夏の電力抑制政策に従い、大学の春学期の授業計画を変更。 

7 月の平日の授業は実施せず、4 月～7 月の土曜、日曜、祝日にも授業を行

うことで授業回数の確保に努めました。 

 

(6) 節電対応 

建物内照明の間引きと照度の調整、昼休み時間をはじめ不在時の消灯の徹

底、待機電力の削減、各校舎のエレベーター利用の制限、外灯の点灯時間の

短縮、冷暖房の設定温度の厳守および使用時間の短縮などにより、学園全体

で前年度の夏と比較して最大デマンド平均値において 25％の節電ができまし

た。 
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３．施設・設備の充実 

 

平成 23 年度に実施した施設・設備等の整備状況は以下のとおりです。 

長期計画に基づく施設整備については、新食堂建設や礼拝堂改修工事、咸宜

園・松下村塾建替工事が主なものです。校地の取得としては、川崎市麻生地区隣

接地を農学部の演習地用地として購入しました。 

経常的な施設整備は、第 2 ﾎﾞｲﾗｰﾌﾟﾗﾝﾄの設備更新、屋外ﾊﾞﾚｰｺｰﾄ跡駐車場整備

工事、ﾁｬﾍﾟﾙ入口扉改修等が主たる工事です。  

東日本大震災に伴い破損した聖山高地水槽の更新、農学部実験室と生産加工室

の機能移転のための工事を行いました。 

 

(1) 長期計画に基づく施設整備 

a. 新食堂建設(H23～24) 

b. 礼拝堂改修工事    

c. 大学 MMRC 建設（設計・ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ調査 H23～26） 

d. 咸宜園・松下村塾建替工事 

e. 植物工場建設(H23～24)  

 

(2) 校地の取得 

a. 農学部演習地購入（川崎市麻生地区隣接地 面積 13,524 ㎡）  

b. 大学課外活動部室隣接地 （横浜市青葉区 面積 343.25 ㎡） 

c. 旧玉川学園診療所残地の 9/10  (面積 11.7 ㎡の内 10.53 ㎡)  

d. 町田市との土地交換に伴う赤道払下げ（面積 13.14 ㎡）  

  

(3) 経常的な施設整備 

a. 第 2 ﾎﾞｲﾗｰﾌﾟﾗﾝﾄﾎﾞｲﾗｰﾊﾞｰﾅｰ取替 

b. 第 2 ﾎﾞｲﾗｰﾌﾟﾗﾝﾄｴｺﾉﾏｲｻﾞｰ設置工事 

c. 屋外ﾊﾞﾚｰｺｰﾄ跡 駐車場整備工事 

d. ﾁｬﾍﾟﾙ入口扉改修工事 

e. 東ｾﾐﾅｰﾊｳｽ ｳｴｲﾄﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ施設への転用工事 

f. 大学 8 号館 123 他教室の教職課程学習支援室他への転用 

g. 研究ｾﾝﾀｰ棟 屋上騒音対策工事  

h. 大学 8 号館 210 室改修工事 

i. 研究ｾﾝﾀｰ棟 205 室実験機器設置付帯工事 

j. 大学 8 号館 S300 室改修工事他 2 件 

k. 大学 7 号館 112 教室の標本室への転用工事 他 

 

(4) 東日本大震災に伴う施設整備 

a. 聖山高地水槽更新工事 

b. 旧林学・畜産学研究室の生産加工室への転用工事  

c. 大学 7 号館 2・3 階実験室改修工事 

d. 大学 7 号館 1 階改修工事 
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 (5) 設備の整備 

a. 農学部 透過型電子顕微鏡ｼｽﾃﾑ一式 

b. 大学 5 号館 ﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱ機器の更新 

c. 量子情報科学研究所 波形観測用ｼｽﾃﾑ一式他 

d. 低学年 ｽﾗｲﾄﾞ式電子黒板購入（15 台他） 

e. 大学 2 号館 ﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱ機器新設 

f. 農学部 実験室実験台購入他 

g. 図書館 積層式書架増設 

h. 事務用ｼｽﾃﾑｻｰﾊﾞｰ更新他 

i. 脳科学研究所 分光光度計他 

j. 芸術学部 AV ｼｽﾃﾑ更新 

k. 大学 7 号館 AV ｼｽﾃﾑ新設 

l. 生産加工室 小型高温高圧調理機他 

m. 視聴覚ｾﾝﾀｰ棟 101 教室 AV 機器更新 

n. 児童・生徒用ﾉｰﾄ PC 更新（61 台） 

o. 芸術学部 ｸﾞﾗﾝﾄﾞﾋﾟｱﾉ更新（2 台） 

p. 通信教育部 ｶﾗｰﾈｯﾄﾜｰｸ印刷機更新 

q. 非常用備蓄品保管ｺﾝﾃﾅ（9 台） 

r. 高学年 ｺﾝﾄﾗﾊﾞｽ･ｸﾗﾘﾈｯﾄ購入 他 
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４．財務の状況 

 

平成 23 年度の予算執行状況について、その概要を報告いたします。 

 

(1) 資金収支計算書 

資金収支計算書は、学校法人の当該会計年度の諸活動に対応するすべての

収入及び支出の内容ならびに支払い資金の収入及び支出のてん末を明らかに

したものです。 

 

① 資金収入 

資金収入とは、当該年度の負債とならない収入以外に、負債となる借入金

や前受金、特定資産からの繰入収入を含んだ収入のことです。 

今年度は、約 271 億 5 千 1 百万円となりました。主な科目について説明し

ますと、学生生徒等納付金収入は約 156 億 9 千 6 百万円、学費の納入対象学

生数は大学が 7,840 人、併設校が 2,472 人、通信教育部が 6,146 人となって

います｡手数料収入は約 3 億 9 千 2 百万円で入学検定料が収入の大部分を占め

ており、志願者数は大学が 12,176 人、併設校は 525 人でした｡ 補助金収入は

約 19 億 3 千 6 百万円で、内訳は国庫補助金が約 12 億 8 千 9 百万円、地方公

共団体補助金が約 6 億 4 千 7 百万円となりました｡なお、補助金収入には、震

災対応として、被災学生支援として学費減免、緊急奨学金の給付に対して約 3

千 8 百万円、建物其他災害復旧として約 5 千 3 百万円、防災用品追加整備費

として約 1 千 9 百万円が含まれています。 

② 資金支出 

資金支出とは、当該年度の教育研究活動及びその他活動に対する支出であ

り、施設設備関係支出、特定預金への積立などの資産運用支出を含んでいま

す。 

主な科目について説明しますと、本務教職員給与、非常勤教職員給与、退

職金等の支出である人件費支出は約 106 億 4 千 6 百万円で、基礎となる専任

教職員数は 878 人、兼任教職員数は 836 人となっています｡各設置学校の教育

研究活動に必要な消耗品、教育・研究補助費、奨学費、光熱水費、業務委託

費、賃借料等の教育研究経費支出は約 37 億 9 千 6 百万円、学生募集経費、各

設置学校の管理運営全般に係わる経費、法人の運営に必要な諸経費である管

理経費支出は約 9 億 7 千 1 百万円となりました。 
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また、教育環境の整備として、施設関係支出は約 9 億 5 千 3 百万円、設備

関係支出は約 5 億 8 百万円となりました。 

主な施設整備は、新食堂建設、礼拝堂改修、学術情報図書館(大学 MMRC)建

設、植物工場建設、大学演習林用地の購入などです。設備整備は、透過型電

子顕微鏡システム一式、電子黒板、非常用備蓄品保管コンテナなどです。 

資産運用支出は約 52 億円 5 千 1 百万円、有価証券の購入及び引当特定資産

への繰入れによるものです。以上の教育研究活動を実施し、平成 23 年度末の

支払資金は約 49 億 6 千 2 百万円となりました。 

 

【資金収入の部】                   （単位:百万円） 

科 目 予 算 決 算 差 異 

学 生 生 徒 等 納 付 金 収 入 １６,０１０ １５,６９６     ３１４ 

手 数 料 収 入 ３９３ ３９２      １ 

寄 付 金 収 入 １４６ １６３ △     １７ 

補 助 金 収 入 １,８５２ １,９３６ △     ８４ 

国庫補助金収入 １,２０５  １,２８９ △     ８４ 

地方公共団体補助金収入 ６４７ ６４７      ０ 

資 産 運 用 収 入 ７５３   ７３８     １５ 

資 産 売 却 収 入 ２,０４３ １,５３９     ５０４ 

事 業 収 入 １７４ １９８ △     ２４ 

雑 収 入 ６１９ ７６８ △    １４９ 

前 受 金 収 入 ３,１２１ ３,２４８ △    １２７ 

そ の 他 の 収 入 １,４４９ １,３６２     ８７ 

資 金 収 入 調 整 勘 定 △   ３,８７２ △    ４,０３６     １６４ 

前 年 度 繰 越 支 払 資 金  ５,１４７ ５,１４７ ０ 

収 入 の 部 合 計 ２７,８３５ ２７,１５１     ６８４ 

 

【資金支出の部】                  （単位:百万円） 

科 目 予 算 決 算 差 異 

人 件 費 支 出 １０,８９３ １０,６４６    ２４７ 

教 育 研 究 経 費 支 出 ３,８１４ ３,７９６    １８ 

管 理 経 費 支 出 １,１２１ ９７１  １５０ 

施 設 関 係 支 出 １,１６９   ９５３ ２１６ 

設 備 関 係 支 出  ５２０ ５０８      １２ 

資 産 運 用 支 出 ５,３２８ ５,２５１    ７７ 

そ の 他 の 支 出 ８６２ ７５２     １１０ 

［ 予 備 費 ］ ２６４ －  ２６４ 

資 金 支 出 調 整 勘 定 △     ８３４ △    ６８８ △    １４６ 

次 年 度 繰 越 支 払 資 金 ４,６９８ ４,９６２ △    ２６４ 

支 出 の 部 合 計 ２７,８３５ ２７,１５１     ６８４ 
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(2) 消費収支計算書 

消費収支計算書は、当該年度における消費収支の均衡状況とその内容を明

らかにし、学校法人の経営状況が健全であるかどうかを示すもので、企業会

計の損益計算書に当たるものです。 

帰属収入は学生生徒等納付金、手数料、補助金等、学校法人に帰属する負

債とならない収入で、今年度は約 199 億 7 千 3 百万円となりました。 

基本金組入額は、学校法人がその活動を永続的に維持し、必要な資産を継

続的に保持するために帰属収入から組入れた金額です。今年度は約 16 億 4 千

2 百万円となりました。新食堂建設、礼拝堂改修、学術情報図書館建設、植物

工場建設、大学演習林用地の購入等施設整備、教育・研究用設備等整備およ

び学術情報図書館建設資金ならびに各種奨学基金への組入れによるものです。 

消費収入とは、帰属収入から基本金組入額を控除した金額で、本年度は約

183 億 3 千 1 百万円、予算に対して約 8 億 8 千 6 百万円の増となりました。 

消費支出とは、教職員の人件費、教育研究活動及び法人の運営に必要な諸

経費です。本年度は、約 179 億 5 千 3 百万円、予算に対して約 5 億 4 千 1 百

万円の減となりました。 

資産処分差額とは、不動産の売却・処分した際のその代価が帳簿価格を下

回った場合の差額、有価証券の評価替え（減額処理）を行なった場合の差額

です。本年度は約 6 億 6 千 8 百万円、予算に対して約 5 億 4 千万円の増とな

りました。建物・機器備品の老朽化による除却約 1 億 2 千 8 百万円、有価証

券の評価替え約 5 億 4 千万円によるものです。 

有価証券の評価替えについては、一般的な時価会計のルールでは、決算時

に帳簿価格より 50％以上下落した場合、時価に減損処理することが義務付け

られています。学校会計ではその定めはありませんが、本学では企業会計に

合わせて、時価が取得価格の 50％以上下落した有価証券について、規程に則

り評価替え（減損処理）を実施いたしました。 

なお、本学の資金運用方針は安全かつ長期安定資金の確保を目的とし、高

格付けおよび満期保有を前提とするため、評価替えした有価証券は満期時に

購入価格もしくはその同等額(外貨建て)で償還されることとなります。 

消費収支差額とは、消費収入から消費支出を控除した金額を示し、本年度

は約 3 億 7 千 8 百万円の収入超過で、翌年度繰越消費収入超過額は約 8 億 5

千 4 百万円となりました。 
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【消費収入の部】                  （単位:百万円） 

科 目 予 算 決 算 差 異 

学 生 生 徒 等 納 付 金 １６,０１０ １５,６９６     ３１４ 

手 数 料 ３９３ ３９２      １ 

寄 付 金 ２２６ ２４５ △     １９ 

補 助 金 １,８５２ １,９３６ △     ８４ 

国庫補助金収入 １,２０５ １,２８９ △     ８４ 

地方公共団体補助金収入 ６４７ ６４７      ０ 

資 産 運 用 収 入 ７５３ ７３８      １５ 

事 業 収 入 １７４ １９８ △     ２４ 

雑 収 入 ６１９ ７６８ △    １４９ 

帰 属 収 入 合 計 ２０,０２７ １９,９７３     ５４ 

基 本 金 組 入 額 合 計 △  ２,５８２ △  １,６４２ △    ９４０ 

消 費 収 入 の 部 合 計 １７,４４５ １８,３３１ △    ８８６ 

 

【消費支出の部】                  （単位:百万円） 

科 目 予 算 決 算 差 異 

人 件 費 １１,１００ １０,２８８  ８１２ 

教 育 研 究 経 費 ５,９９５ ５,９２７      ６８ 

管 理 経 費 １,２２９ １,０６５ １６４ 

資 産 処 分 差 額  １２８ ６６８ △    ５４０     

徴 収 不 能 額 ７ ５        ２ 

［ 予 備 費 ］ ３５  ３５ 

消 費 支 出 の 部 合 計 １８,４９４ １７,９５３    ５４１ 

当 年 度 消 費 収 支 差 額 △   １,０４９    ３７８  

前年度繰越消費収支差額     ４７６     ４７６  

翌年度繰越消費収支差額 △    ５７３     ８５４  

 

帰属収入合計－消費支出の部合計   １,５３３   ２０２０ △    ４８７ 
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(3) 貸借対照表 

貸借対照表とは、会計年度末における財政状態を表したもので、資産がど

れほどあるのか、また負債はいくらなのか、学校法人が維持している純資産

がどれほどあるのかを示したものです。平成 23 年度末の財政状態は、資産約

1,217 億 1 百万円、負債約 120 億 9 千 1 百万円及び基本金と消費収支差額で約

1,096 億 1 千万円となりました。 

有形固定資産は総額約 513 億 5 千 8 百万円で、前年度に対して約 8 億 8 百

万円の減少となりました。施設設備の新規取得に比べ減価償却が上回ったこ

とによるものです。その他の固定資産は約 637 億 1 千 3 百万円で前年度に対

して約 23 億 2 千 2 百万円の増加となりました。主に引当特定資産への繰入れ

に伴うものです。 

流動資産の総額は約 66 億 3 千万円で、そのうち約 49 億 6 千 2 百万円が現

金預金となっています。 

負債の総額は約 120 億 9 千 1 百万円で、前年度に対して約 4 億 9 千万円の

減少となりました。主な要因は、退職給与引当金や前受金の減少によるもの

です。退職給与引当金の期末残高は約 78 億 1 千 3 百万円、前年度に対して約

3 億 5 千 7 百万円の減少となりました。加入している退職金財団の掛金と交付

金との差額を含め、平成 23 年度末における退職金要支給額の 100%に相当する

額です。前受金約 32 億 5 千 5 百万円は、平成 24 年度入学生の平成 23 年度内

の入金分で、平成 24 年度に帰属収入に振替えるものです。 

 

【資産の部】                    （単位:百万円） 

科 目 ２３年度 ２２年度 増 減 

固定資産 １１５,０７１ １１３,５５７ １,５１４ 

有形固定資産 ５１,３５８ ５２,１６６ △     ８０８ 

土   地 １３,０７６ １２,８００  ２７６ 

建 物 ２６,６３５ ２７,５９８ △     ９６３ 

その他の有形固定資産 １１,６４７ １1,７６８ △     １２１ 

その他の固定資産 ６３,７１３ ６１,３９１ ２,３２２ 

各種引当特定資産 ６２,６８９ ５９,１４０    ３,５４９ 

その他の固定資産 １,０２４ ２,２５１ △   １,２２７ 

流動資産 ６,６３０ ６,６１４     １６ 

現 金 預 金 ４,９６２ ５,１４７ △    １８５ 

そ の他の流動資産 １,６６８ １,４６７     ２０１ 

合 計 １２１,７０１ １２０,１７１ １,５３０ 
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【負債の部】                    （単位:百万円） 

科 目 ２３年度 ２２年度 増 減 

固定負債 ７,８１３ ８,１７０ △    ３５７ 

 

 

３００ 

退 職 給 与 引 当 金 ７,８１３ ８,１７０ △    ３５７ 

流動負債 ４,２７８ ４,４１１ △    １３３ 

前  受  金 ３,２５５ ３,３４４ △     ８９ 

その他の流動負債 １,０２３ １,０６７ △     ４４ 

負 債 の 部 合 計 １２,０９１ １２,５８１ △    ４９０ 

 

【基本金の部】                    （単位:百万円） 

科 目 ２３年度 ２２年度 増 減 

第 １ 号 基 本 金 １００,２１４ ９９,６１６ ５９８ 

第 ２ 号 基 本 金 ５,４７１ ４,５１３    ９５８ 

第 ３ 号 基 本 金 １,８８１ １,７９５ ８６ 

第 ４ 号 基 本 金 １,１９０ １,１９０ ０ 

基 本 金 の 部 合 計 １０８,７５６ １０７,１１４ １,６４２ 

 

【消費収支差額の部】                （単位:百万円） 

科 目 ２３年度 ２２年度 増 減 

当 年 度 収 支 超 過 額    ３７８    １３５     ２４３ 

前 年 度 繰 越 収 支 超 過 額     ４７６     ３４１ １３５ 

消 費 収 支 差 額 の 部 合 計    ８５４    ４７６ ３７８ 

 

                           （単位:百万円） 

負 債 ･ 基 本 金 ･ 

消費収支差額の部計 
１２１,７０１ １２０,１７１ １,５３０ 
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(4) 目的別の決算の内訳について 

学校の諸活動は「教育」「研究」「学生・生徒支援」「管理運営」の 4 つの目

的を達成することが使命であると考えられます。 

平成 23 年度の消費支出決算額(除く資産処分差額、徴収不能額)約 172 億 8

千万円の目的別決算額の内容は以下の通りです。前年度とほぼ同様の傾向と

なりましたが、震災による被災学生支援や校内施設等の復旧工事などにより

「学生・生徒支援」「管理運営」については異なった構成となっています。 

 

① 目的別内訳は 

教育      約 122 億 3 千 9 百万円  構成比 約 70.8％ 

研究      約  13 億 8 千 1 百万円         約  8.0％ 

学生・生徒支援 約   6 億 5 千 4 百万円         約  3.8％ 

管理運営    約  30 億 6 百万円           約 17.4％ 

 

② 目的別の構成は 

  ァ. 「教育」に係る費用 約 122 億 3 千 9 百万円の内、教科、講義、実験・

実習・実技、情報処理等「授業」が約 33 億 9 千万円、構成比は約 27.7％

と高く、続いて履修指導、教育資料整備等「教育・学習支援」が約

25 億 4 千万円、構成比は約 20.8％となっています。 

  ィ. 「研究」に係る費用 約 13 億 8 千 1 百万円の内、個人研究費、共同

研究費等「研究活動」が約 4 億 2 千 8 百万円、構成比では約 31.0％

と高く、続いて受託研究、研究奨励等「研究発表・社会還元」が約 3

億 2 千 5 百万円、構成比は約 23.5％となっています。 

  ゥ. 「学生・生徒支援」に係る費用 約 6 億 5 千 4 百万円の内、震災対応

として学費減免、緊急奨学金の給付、父母会助成等「奨学制度」が

約 2 億 2 千 7 百万円、構成比は約 34.7％と高く、続いて課外活動支

援、部活動支援等「課外活動」が約 1 億 9 千万円、構成比は約 29.1％、

就職開拓、就職講座等「就職・進路支援」が約７千 5 百万円、構成

比は約 11.5％となっています。 

  ェ. 「管理運営」に係る費用 約 30 億 6 百万円の内、広報(学外)、学生・

生徒募集等「総務関係」が約 11 億 2 千 3 百万円、構成比は約 37.4％

と高く、続いて保安・委託警備、防犯・防災、車輌管理等「危機管

理」が約 3 億 5 千 8 百万円、構成比は約 11.9％となっています。 
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  目的別決算の内訳 

                                                             (単位：百万円) 

 
平成２２年度 平成２３年度 

決算額 構成比％ 決算額 構成比％ 

教育 12,548     72.5 12,239     70.8 

 授業      3,226     25.7     3,390     27.7 

 資格課程        277      2.2       370      3.0 

 国際教育        560      4.5       557      4.6 

 免許更新          2        -         2        - 

 生涯教育        477      3.8       470      3.8 

 全人教育          2        -         2        - 

 教育・学習支援      3,027     24.1     2,540     20.8 

 入学試験        479      3.8       567      4.6 

 教育行事        474      3.8       474      3.9 

 教育成果報告          6      0.1         2        - 

 自己点検・評価         93      0.7       100      0.8 

 新学部設置等教育改革        190      1.5       195      1.6 

 教育全般      3,735     29.8     3,570     29.2 

研究      1,499      8.6     1,381      8.0 

 研究活動        418     27.9       428     31.0 

 研究支援        111      7.4       106      7.7 

 研究発表・社会還元        318     21.2       325     23.5 

 研究全般        652     43.5       522     37.8 

学生・生徒支援        743      4.3       654      3.8 

 課外活動        287     38.6       190     29.1 

 学生生活         14      1.9         7      1.1 

 奨学制度        147     19.8       227     34.7 

 報償制度          8      1.1        17      2.6 

 就職・進路支援        106     14.2        75     11.5 

 健康管理         86     11.6        66     10.1 

 福利厚生         49      6.6        31      4.7 

 父母交流          6      0.8         1      0.1 

 学生・生徒支援全般         40      5.4        40      6.1 

管理運営      2,521     14.6     3,006     17.4 

 総務関係(含広報・学生募集)      1,149     45.6     1,123 
 

    37.4 

 企画・会議体運営        180      7.1       313     10.4 

 危機管理        361     14.3       358     11.9 

 人事関係         86      3.4       103      3.4 

 教職員福利厚生        125      5.0       121      4.0 

 財務関係        229      9.1       231      7.7 

 施設維持        162      6.4       459     15.3 

  管理運営全般        229      9.1       299      9.9 

合   計     17,311 100.0    17,280 100.0 

＊ 構成比：大項目は合計に対する比率、小項目は大項目に対する比率 
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 〔目的別構成〕 

 

教   育

教育全般

2 9 .2 %

新学部設

置等教育

改革

1 .6 %

教育行事

3 .9 %

教育・ 学

習支援

2 0 .8 %

授業

2 7 .7 %

資格課程

3 .0 %

国際教育

4 .6 %

生涯教育

3 .8 %

自己点

検・ 評価

0 .8 %

入学試験

4 .6 %

 

研   究

研究活動

全般

3 7 .8 %

研究発表

社会還元

2 3 .5 %

研究支援

7 .7 %

研究活動

3 1 .0 %

 

 

学生・生徒支援

父母交流

0 .1 %

就職・ 進

路支援

1 1 .5 %

報償制度

2 .6 %

奨学制度

3 4 .7 %

学生生活

1 .1 %

課外活動

2 9 .1 %

健康管理

1 0 .1 %

福利厚生

4 .7 %

学生生徒

支援全般

6 .1 %

 

管理運営

施設維持

1 5 .3 %

財務関係

7 .7 %

総務関係

3 7 .4 %

企画・ 会

議体運営

1 0 .4 %
危機管理

1 1 .9 %

人事管理

3 .4 %

教職員福

利厚生

4 .0 %

管理運営

全般

9 .9 %
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(5) 財務指標の推移 

①  消費収支関係財務比率                    （単位：％） 

区 分 ２１年度 ２２年度 ２３年度 

人 件 費 比 率 ５０.０ ５０.２ ５１.５ 

教 育 研 究 経 費 比 率 ２９.８ ３０.５ ２９.７ 

管 理 経 費 比 率 ５.３ ４.９ ５.３ 

借 入 金 等 利 息 比 率 ０.０ ０.０ ０.０ 

消 費 支 出 比 率 ８５.２ ８８.７ ８９.９ 

納 付 金 比 率 ７６.７ ７８.９ ７８.６ 

寄 付 金 比 率 ２.２ １.２ 1.２ 

補 助 金 比 率 １０.５ ９.９ ９.７ 

基 本 金 組 入 比 率 １４.３ １０.６ ８.２ 

 

（注）上記の指標は、帰属収入を分母として算出しています。例えば、

人件費比率は人件費÷帰属収入となります。 

 

②  貸借対照表関係財務比率               （単位：％） 

区 分 ２１年度 ２２年度 ２３年度 

固 定 資 産 構 成 比 率 ９４.１ ９４.５ ９４.６ 

流 動 資 産 構 成 比 率 ５.９ ５.５ ５.４ 

固 定 比 率 １０５.７ １０５.５ １０５.０ 

固 定 長 期 適 合 率 ９８.０ ９８.１ ９８.０ 

負 債 比 率 １２.３ １１.７ １１.０ 

自 己 資 金 構 成 比 率 ８９.１ ８９.５ ９０.１ 

基 本 金 比 率 ９９.９ ９９.９ ９９.９ 

 

（注）上記の指標は、下記の算式により算出しています。  

固定資産構成比率 ＝ 固定資産 ÷ 総資産  

流 動 資 産 構 成 比 率  ＝  流 動 資 産  ÷  総 資 産

 

固定比率 ＝ 固定資産 ÷ 自己資金（基本金 ＋ 消費収支差額）  

固定長期適合率 ＝ 固定資産 ÷（自己資金 ＋ 固定負債）  

負債比率 ＝ 総負債 ÷ 自己資金  

自己資金構成比率 ＝ 自己資金 ÷ 総資産  

基本金比率 ＝ 基本金 ÷ 要組入額  
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(6) 経年比較 

① 資金収支三ヵ年比較 

（収入の部）                     （単位:百万円） 

科 目 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 

学生生徒等納付金収入 １５,９０９ １５,９４４ １５,６９６ 

手 数 料 収 入 ４１２ ４１２ ３９２ 

寄 付 金 収 入 ３２５ １６０ １６３ 

補 助 金 収 入 ２,１７５ １,９９４ １,９３６ 

資 産 運 用 収 入 ８９４ ９１４ ７３８ 

資 産 売 却 収 入 １,６２４ １,９２２ １,５３９ 

事 業 収 入 ２６５ ２４５ １９８ 

雑 収 入 ６３２ ４６１ ７６８ 

前 受 金 収 入 ３,５４８ ３,３４４ ３,２４８ 

そ の 他 の 収 入 １,６８３ １,６９７ １,３６２ 

資 金 収 入 調 整 勘 定 △    ４,３２０ △    ４,０３６ △    ４,０３６ 

前年度繰越支払資金 ５,６２８ ５,２６８ ５,１４７ 

収 入 の 部 合 計 ２８,７７５ ２８,３２５ ２７,１５１ 

 

（支出の部）                     （単位:百万円） 

科 目 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 

人 件 費 支 出 １０,４７２ １０,２４２ １０,６４６ 

教 育 研 究 経 費 支 出 ３,９５５ ３,８９７ ３,７９６ 

管 理 経 費 支 出 ９８８ ９０３ ９７１ 

借 入 金 等 利 息 支 出 ６ ０ ０ 

借 入 金 等 返 済 支 出 １０３ ０ ０ 

施 設 関 係 支 出 １,０５４ ３２５ ９５３ 

設 備 関 係 支 出 ７９８ ４４２ ５０８ 

資 産 運 用 支 出 ６,０７０ ７,３００ ５,２５１ 

そ の 他 の 支 出 ８９８ ８２４ ７５２ 

資 金 支 出 調 整 勘 定 △   ８３７ △   ７５５ △   ６８８ 

次年度繰越支払資金 ５,２６８ ５,１４７ ４,９６２ 

支 出 の 部 合 計 ２８,７７５ ２８,３２５ ２７,１５１ 
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② 消費収支三ヵ年比較 

（消費収入の部）                   （単位:百万円） 

科 目 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 

学 生 生 徒 等 納 付 金 １５,９０９ １５,９４４ １５,６９６ 

手 数 料 ４１２ ４１２ ３９２ 

寄 付 金 ４６１ ２４２ ２４５ 

補 助 金 ２,１７５ １,９９４ １,９３６ 

資 産 運 用 収 入 ８９４ ９１４ ７３８ 

資 産 売 却 差 額 ２ ０ ０ 

事 業 収 入 ２６５ ２４５ １９８ 

雑 収 入 ６３２ ４６１ ７６８ 

帰 属 収 入 合 計 ２０,７５０ ２０,２１２ １９,９７３ 

基 本 金 組 入 額 合 計 △ ２,９７６ △ ２,１４７ △ １,６４２ 

消 費 収 入 の 部 合 計 １７,７７４ １８,０６５ １８,３３１ 

 

（消費支出の部）                   （単位:百万円） 

科 目 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 

人 件 費 １０,３７７ １０,１５１ １０,２８８ 

教 育 研 究 経 費 ６,１８６ ６,１６０ ５,９２７ 

管 理 経 費 １,１０４ １,０００ １,０６５ 

借 入 金 等 利 息 ６ ０ ０ 

資 産 処 分 差 額 ８ ６０７ ６６８ 

徴 収 不 能 額 ６ １２ ５ 

消 費 支 出 の 部 合 計 １７,６８７ １７,９３０ １７,９５３ 

当 年 度 収 支 差 額 ３,０６３ 

 

２,２８２ 

 

２,０２０ 

 
当年度消費収支差額  ８７  １３５  ３７８ 

翌年度繰越収入超過額  ３４１  ４７６  ８５４ 

 

③消費収支比率三ヵ年比較 
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④ 貸借対照表三ヵ年比較表 

（資産の部）                    （単位:百万円） 

 
 

資 

産 

科 目 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 

固定資産 １１１,２８１ １１３,５５７ １１５,０７１ 

有 形 固 定 資 産 ５３,７０８ ５２,１６６ ５１,３５８ 

その他の固定資産 ５７,５７３ ６１,３９１ ６３,７１３ 

流動資産 ６,９４５ ６,６１４ ６,６３０ 

合 計 １１８,２２６ １２０,１７１ １２１,７０１ 

 

（負債・基本金・収支差額の部）           （単位:百万円） 

 
 

負 

債 

科 目 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 

固定負債 ８,２６２ ８,１７０ ７,８１３ 

流動負債 ４,６５６ ４,４１１ ４,２７８ 

合 計 １２,９１８ １２,５８１ １２,０９１ 

基本金 １０４,９６７ １０７,１１４ １０８,７５６ 

消費収支差額     ３４１     ４７６   ８５４ 

負債・基本金・消費収支差額の部 １１８,２２６ １２０,１７１ １２１,７０１ 
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(7) 収益事業部会計 

平成 23 年度の収益事業の概要について報告いたします。 

玉川学園では私立学校法上の収益事業として出版と教育用品小売の事業を行

なっており、学校会計とは区分した経理処理を行なっています。 

 

① 出版業 

売上は約 3 億 8 百万円、前年度に対して約 3 百万円、約 1.0%の増、営業利

益は約 4 千 6 百万円となり、在庫外書籍の売上他営業外収益約 8 百万円およ

び商品廃棄処理等営業外費用約 9 百万円を加え、当期利益は約 4 千 5 百万円

となりました。 

（単位：百万円）  

支 出 の 部 収 入 の 部 

科 目 金 額 科 目 金 額 

商 品 （ 期 首 ） ２０３.９  売 上 ３０７.９  

製 作 費 １５４.３  編 集 料 収 入 ８.７  

編 集 費 ２５.７  雑 収 入 ８.４  

商 品 （ 期 末 ）  ２２２.９    

営 業 費 １１０.０    

雑 損 失 ８.５    

当 期 利 益 ４５.５    

合 計 ３２５.０  合 計 ３２５.０  

 

② 教育用品小売業 

売上は約 3 億 4 千 3 百万円、前年度に対して約 4 百万円、約 1.1%の

減、商品仕入れ等による売上原価の増に伴い営業損失は約 1 千 2 百万

円となりましたが、店舗貸出による賃料等の営業外収益および消費税

の還付約 1 千 7 百万円により、当期利益は約 5 百万円となりました。 

（単位：百万円）  

支 出 の 部 収 入 の 部 

科 目 金 額 科 目 金 額 

商 品 （ 期 首 ） ６７.２  売 上 ３４３.２  

仕 入 ３０３.４  手 数 料 収 入 ２.４  

商 品 （ 期 末 ）   ６３.０  雑 収 入 １６.４  

営 業 費 ４９.８    

当 期 利 益 ４.６    

合 計 ３６２.０  合 計 ３６２.０  
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Ⅲ．学校法人の概要 

 

１．教育理念・12 の教育信条 

人間は教育を通して知識を得（昨日まで知らなかったことを知るようになり）、

そして技術を身につける（出来なかったことをやり遂げることが出来るようにな

る）のです。また、教育活動を通じて、人生について深く考えるようになります。 

創立者小原國芳は、人間を「生まれながらにして、唯一無二の個性を持ちつつ

も、万人共通の世界をも有する存在である」と定義しました。玉川教育の使命は、

一つにこの人間像を実現させることです。そして二つに、日本社会さらには世界

へ貢献する気概を持った人材を養成することです。そのためには知識と技術を高

め、健康な身体を育み、そして正しい心を備えなければなりません。 

どの時代にあっても不満はあります。しかし、そうしたことを改善していく困

難な仕事を誰かが担わなければならないのであれば、「人生の最も苦しい、いやな、

辛い、損な場面を、真っ先に微笑をもって担当する」気概のある人こそが 21 世紀

を先導していくに相応しい人です。この先には未知の苦難が横たわっていますが、

失敗を恐れずに難関に挑戦していく「人生の開拓者」を育てていくことを玉川は

使命としています。 

そのために、玉川は創立以来 12 の教育信条を掲げています。 

 

12 の教育信条 

■ 全人教育 

教育の理想は、人間文化のすべてをその人格の中に調和的に形成することにあ

る。その展開にあたっては、「真・善・美・聖・健・富」という 6 つの価値の

創造を目指した教育を追求している。 

■ 個性尊重 

教育とは、一人ひとりの唯一無二の個性を充分に発揮させ、自己発見、自己実

現に至らせるものでなければならない。個性尊重の教育とは、一人ひとりの人

間をより魅力的な存在へと高めていくことである。 

■ 自学自律 

教えられるより自ら学びとること。教育は単なる学問知識の伝授ではなく、自

ら真理を求めようとする意欲を燃やし、探求する方法を培い、掴み取る手法を

身につけるものである。 

■ 能率高き教育 

一人ひとりにとって無理無駄がなく効率高い適切な教育のため、学習環境の整

備、教材の厳選、教授法の工夫改善、コンピュータとネットワークの活用など、

学習意欲を高め、能率を増進させる努力を行う。 

■ 学的根拠に立てる教育 

教育の根底には、確固とした永劫不変な教育理念がある。その実践のためには、

論証が繰り返され、科学的実証が蓄積され、確固たる信念の下に教育活動が行

われなければならない。 
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■ 自然の尊重 

雄大な自然は、それ自体が偉大な教育をしてくれる。この貴重な自然環境を私

たちが守ることを教えることも、また大切な教育である。 

■ 師弟間の温情 

師弟の間柄は、温かい信頼に満ちたものでなければならない。温情とは甘やか

しを意味するものではない。同じ求道者として厳しさの中にも温かい人間関係

を大切にしていくことである。 

■ 労作教育 

自ら考え、自ら体験し、自ら試み、創り、行うことによってこそ、真の知育、

徳育も成就する。目指すところは、労作によって知行合一の強固なる意志と実

践力を持った人間形成である。 

■ 反対の合一 

国民と国際人、個人と社会人、理想と現実、自由とルール。これらの反対矛盾

対立する二面を一つに調和していく試みに挑みたいものである。 

■ 第二里行者と人生の開拓者 

マタイ伝に「人もし汝に一里の苦役を強いなば彼と共に二里行け」ということ

ばがある。目指すべきところは、地の塩、世の光となる、独立独行の開拓者的

実践力を持つ人材の養成である。 

■ 24 時間の教育 

教師と学生がともに働き、ともに食し、ともに歌い、ともに学ぶという師弟同

行の教育。教育は限定された時間内だけではない。any time の教育を目標に、

生活教育、人間教育を大切にしていきたい。 

■ 国際教育 

今、「地球はわれらの故郷なり」という広い視野と気概を持った国際人が求め

られている。語学の習得に満足することなく、豊かな国際感覚を養うため、地

球のあらゆる場所で行える any place の教育を目指している。 
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２．児童・生徒・学生数、教職員数 

 

（平成 23 年５月１日現在） 

 

■児童・生徒・学生数         人 

大学院 139 

芸術専攻科 3 

文学部 998 

農学部 1,274 

工学部 928 

経営学部 1,060 

教育学部 1,400 

芸術学部 1,241 

リベラルアーツ学部 797 

玉川大学学部 合計 7,698 

通信教育部 6,146 

玉川学園 12 年生 ※ 246 

玉川学園 11 年生 ※ 250 

玉川学園 10 年生 ※ 229 

玉川学園 ９年生 ※ 243 

玉川学園 ８年生 ※ 250 

玉川学園 ７年生 ※ 223 

玉川学園 ６年生 ※ 163 

玉川学園 ５年生 ※ 174 

玉川学園 ４年生 ※ 183 

玉川学園 ３年生 ※ 159 

玉川学園 ２年生 ※ 141 

玉川学園 １年生 ※ 117 

幼稚部 94 

併設校 合計 2,472 

 

■教職員数（専任）          人 

玉川大学教員(嘱託含む) 340 

玉川学園教員(嘱託含む) 177 

職員(嘱託含む) 360 

 
 

※学校教育法の区分による表記 

後期中等教育   725 人 

前期中等教育   716 人 

初等教育      937 人 
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３．組織図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大 学 院 文 学 研 究 科

大 学 院 農 学 研 究 科

大 学 院 工 学 研 究 科

大 学 院 マ ネ ジ メ ン ト 研 究科

大 学 院 教 育 学 研 究 科

教 職 大 学 院 教 育 学 研 究 科

大 学 院 脳 情 報 研 究 科

芸 術 専 攻 科 芸 術 専 攻

人 間 学 科

比 較 文 化 学 科

国 際 言 語 文 化 学 科 ※2

生 物 資 源 学 科

生 物 環 境 シ ス テ ム 学 科

生 命 化 学 科

機 械 情 報 シ ス テ ム 学 科

ソ フ ト ウ ェ ア サ イ エ ン ス 学 科

マ ネ ジ メ ン ト サ イ エ ン ス 学 科

機 械 シ ス テ ム 学 科 ※3

知 能 情 報 シ ス テ ム 学 科 ※3

メ デ ィ ア ネ ッ ト ワ ー ク 学 科 ※3

国 際 経 営 学 科

観 光 経 営 学 科

教 育 学 科

乳 幼 児 発 達 学 科

パ フ ォ ー ミ ン グ ・ ア ー ツ 学 科

メ デ ィ ア ・ ア ー ツ 学 科

ビ ジ ュ ア ル ・ ア ー ツ 学 科

リ ベ ラ ル ア ー ツ 学 部 リ ベ ラ ル ア ー ツ 学 科

教 育 学 部 教 育 学 科

文 学 部 教 育 学 科 ※１

収 集 課

運 用 課

教 育 博 物 館

Ｋ - １ ６ 一 貫 教 育 研 究 セ ン タ ー

教 師 養 成 研 究 セ ン タ ー

ミ ツ バ チ 科 学 研 究 セ ン タ ー

生 物 機 能 開 発 研 究 セ ン タ ー

菌 学 応 用 研 究 セ ン タ ー

人 文 科 学 研 究 セ ン タ ー

体 育 ・ 健 康 科 学 研 究 セ ン タ ー

心 の 教 育 実 践 セ ン タ ー

研 究 促 進 室

知 的 財 産 本 部

脳 科 学 研 究 セ ン タ ー

脳 科 学 研 究 所 知 能 ロ ボ ッ ト 研 究 セ ン タ ー

言 語 情 報 研 究 セ ン タ ー

量 子 情 報 科 学 研 究 セ ン タ ー

超 高 速 量 子 通 信 研 究 セ ン タ ー

継 続 学 習 セ ン タ ー

学 士 課 程 教 育 セ ン タ ー

教 職 セ ン タ ー

ｅエデュケーションセンター メ デ ィ ア 教 育 推 進 室

国 際 教 育 セ ン タ ー

常

任

会

評

議

員

会

理

事

会

理

事

長

学

園

長

学

長

グ ロ ー バ ル

インテリジェンス

オ フ ィ ス

農 学 部

芸 術 学 部

通 信 教 育 部

教 育 学 部

大

学

附

置

機

関

図 書 館

大

学

高

等

教

育

部

門

文 学 部

工 学 部

経 営 学 部

量 子 情 報 科 学 研 究 所

学 術 研 究 所
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（平成 23 年４月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

幼 稚 部

小 学 部

中 学 部

高 等 部

学 習 支 援 室

デ ン マ ー ク ･ オ レ ロ ッ プ

高 等 体 操 学 校 東 洋 分 校

健 康 院

教 務 課

教 学 部 学 務 課

授 業 運 営 課

通 大 教 務 課

通 信 教 育 事 務 部 通 大 学 務 課

通 大 学 習 課

学 生 課

学 生 相 談 室

入 試 課

入 試 広 報 部 入 試 広 報 課

Ａ Ｏ 入 学 課

就 職 支 援 課

学 園 教 学 課

学 園 生 活 課

学 園 情 報 シ ス テ ム 課

学 園 入 試 広 報 課

生 徒 相 談 室

教 育 企 画 課

教 育 環 境 コ ン プ ラ イ ア ン ス 課

キャンパス インフォメーション センター

秘 書 課

総 務 課

管 財 課

Ｉ Ｃ Ｔ 基 盤 推 進 課

情 報 シ ス テ ム 課

キャンパス セキュリティ センター

Ｄ Ｔ Ｐ 制 作 課

人 事 課

人 事 部 研 修 セ ン タ ー

教 職 員 相 談 室

経 理 課

経 理 部 資 金 課

予 算 課

同 窓 会 事 務 部 運 営 課

編 集 課

営 業 ・ 経 理 課

購 買 部 購 買 課

※１ 平成１４年４月より募集停止

※２ 平成１８年４月より募集停止

※３ 平成２０年４月より募集停止

出 版 部

体育・スポーツ科学センター

学 生 セ ン タ ー

キ ャ リ ア セ ン タ ー

共

通

教

育

部

門

支

援

部

門

高

等

教

育

支

援

部

門

初

等

中

等

教

育

管

理

部

門

収

益

事

業

部

門

学 園 教 学 部

附

置

機

関

初

等

中

等

教

育

部

門

初

等

中

等
学 園 マ ル チ メ ディ ア リ ソ ース セ ン ター

教

育

機

関

初

等

中

等

学 園 国 際 交 流 セ ン タ ー

教 育 企 画 部

総 務 部
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４．法人の沿革 

   

1929(昭和 ４)年３月 

 
 

小原國芳によって東京府南多摩郡町田町（現町田市）に財団法

人玉川学園設立 

３月  玉川中学校設置 

５月  玉川学園小学校設置 

1930(昭和 ５)年４月  玉川高等女学校設置 

1939(昭和 14)年３月  玉川塾（専門部）設置 

1942(昭和 17)年５月  興亜工業大学（現千葉工業大学）設置 

1945(昭和 20)年３月  玉川工業専門学校設置 

1947(昭和 22)年２月  旧制玉川大学文農学部（文学科、農政学科）設置 

  大学令による旧制最後の設置認可 

４月  新制中学校令による玉川学園中学部設置 

1948(昭和 23)年３月  玉川学園高等部設置（玉川中学校及び高等女学校が母体） 

６月 

 

 

 

小原國芳の出身地、鹿児島県川辺郡坊津町に玉川学園久志高等

学校設置 

1949(昭和 24)年２月 

 

 

 

新制大学令による玉川大学文学部（教育学科、英米文学科）及

び農学部（農学科）設置（大学令による玉川大学及び玉川工業

専門学校が母体） 

1950(昭和 25)年３月  文学部（教育学科）通信教育課程設置 

12 月  玉川学園幼稚部設置 

1951(昭和 26)年２月  財団法人から学校法人に移行 

1962(昭和 37)年４月  工学部（機械工学科、電子工学科、経営工学科）開設 

1964(昭和 39)年１月  玉川学園富士高等学校設置（広域通信制） 

４月  文学部に芸術学科及び農学部に農芸化学科を開設 

1965(昭和 40)年１月  玉川学園女子短期大学（教養科）設置 

1967(昭和 42)年４月 

 
 

大学院工学研究科（機械工学専攻、電子工学専攻）修士課程開

設 

４月  玉川学園女子短期大学に保育科を開設 

1971(昭和 46)年４月  大学院文学研究科（教育学専攻）修士課程開設 

1972(昭和 47)年４月  大学院文学研究科に英文学専攻修士課程を開設 

４月  大学院工学研究科に電子工学専攻博士課程を開設 

４月  文学部に外国語学科、工学部に情報通信工学科を開設 

1973(昭和 48)年４月  大学院文学研究科に教育学専攻博士課程を開設 

４月  玉川学園富士高等学校休校 

1974(昭和 49)年４月  玉川学園高等部に専攻科（１年課程）を開設 

1977(昭和 52)年４月  大学院農学研究科（資源生物学専攻）修士課程開設 

1979(昭和 54)年４月  大学院農学研究科に資源生物学専攻博士課程を開設 

４月  芸術専攻科（芸術専攻）開設 

1980(昭和 55)年３月  玉川学園久志高等学校廃校 

４月  大学院工学研究科に生産開発工学専攻博士課程を開設 

1983(昭和 58)年３月  大学院工学研究科の電子工学専攻博士課程を廃止 

1984(昭和 59)年４月  玉川学園女子短期大学の保育科を幼児教育科に名称変更 

1994(平成 ６)年４月 

 
 

玉川学園女子短期大学に学位授与機構により認定された専攻

科教養専攻を開設 
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1995(平成 ７)年４月 

 
 

大学院工学研究科の電子工学専攻（修士課程）を電子情報工学

専攻（修士課程）に名称変更 

５月  玉川学園富士高等学校廃校 

2001(平成 13)年４月  経営学部（国際経営学科）開設 

４月 

 
 

農学部の農学科を生物資源学科に、農芸化学科を応用生物化学

科に名称変更 

2002(平成 14)年４月  文学部に人間学科、国際言語文化学科を開設 

４月 

 

 

 

教育学部（教育学科）、芸術学部（パフォーミング・アーツ学

科、ビジュアル・アーツ学科）及び通信教育部に教育学部教育

学科開設 

2003(平成 15)年４月 

 
 

文学部にリベラルアーツ学科及び教育学部に乳幼児発達学科

を開設 

2004(平成 16)年３月  玉川学園女子短期大学の幼児教育学科及び専攻科を廃止 

４月 

 
 

工学部に機械システム学科、知能情報システム学科、メディア

ネットワーク学科、マネジメントサイエンス学科を開設 

 11 月  玉川学園女子短期大学を廃止 

2005(平成 17)年４月  大学院マネジメント研究科（マネジメント専攻）修士課程開設 

４月  農学部に生物環境システム学科、生命化学科を開設 

2006(平成 18)年３月  文学部の教育学科、英米文学科、芸術学科を廃止 

４月 

 
 

大学院文学研究科に哲学専攻修士課程及び大学院教育学研究

科（教育学専攻）修士課程開設 

４月 

 
 

文学部に比較文化学科、芸術学部にメディア・アーツ学科を開

設 

９月  文学部の外国語学科を廃止 

2007(平成 19)年３月  大学院文学研究科の教育学専攻修士課程を廃止 

４月 

 
 

大学院工学研究科に脳情報専攻、システム科学専攻博士課程を

開設 

４月  リベラルアーツ学部（リベラルアーツ学科）開設 

４月  経営学部に観光経営学科を開設 

2008(平成 20)年３月  工学部の機械工学科、電子工学科、経営工学科を廃止 

４月 

 
 

大学院教育学研究科に教職専攻専門職学位課程（教職大学院）

を開設 

４月 

 
 

工学部に機械情報システム学科、ソフトウェアサイエンス学科

を開設 

2009(平成 21)年３月 

 
 

大学院文学研究科の教育学専攻博士課程及び大学院工学研究

科の生産開発工学専攻博士課程を廃止 

３月  工学部の情報通信工学科を廃止 

2010(平成 22)年４月  大学院文学研究科に人間学専攻、英語教育専攻修士課程を開設 

４月  大学院脳情報研究科（脳情報専攻）博士課程を開設 

８月  農学部の応用生物化学科を廃止 

９月  文学部のリベラルアーツ学科を廃止 

2011(平成 23)年３月  大学院文学研究科の哲学専攻、英文学専攻修士課程を廃止 

2012(平成 24)年１月  通信教育部の文学部教育学科を廃止 

３月  大学院工学研究科の脳情報専攻博士課程を廃止 

３月  文学部の国際言語文化学科を廃止 
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５．役員 

 

（平成 23 年４月１日現在） 

 

役  職 
氏  名 

理 事 評議員 

理事長 評議員 小 原 芳 明 

理 事 評議員 島 川 聖一郎 

理 事 評議員 松 尾 公 司 

理 事 評議員 石 橋 哲 成 

理 事  上 野   孝 

理 事  橋 本 一 弘 

理 事  大須賀 頼 彦 

監 事  竹 内 彪 衞 

監 事  吉 原 毎 文 

 評議員 佐々木 正 己 

 評議員 高 橋 貞 雄 

 評議員 石 塚 清 章 

 評議員 座 間 眞一郎 

 評議員 中 川 浩 一 

 評議員 山 田 剛 康 

 評議員 菊 池 重 雄 

 評議員 佐 藤 敏 明 

 評議員 矢 内   廣 

 評議員 森   英 介 

 評議員 酒 井   均 

 


